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（２） 　異なる分析レベルの必要性に関する議論については、ジョセフ・S・ナイ・ジュニア , 
デイヴィッド・A・ウェルチ（田中明彦・村田晃嗣訳）『国際紛争［原書第 10 版］』有
斐閣 , 2017 年 , pp. 60-81 を参照した。
（３） 　以下、日華共同防敵軍事協定の終焉に至る事実関係を確認するために、適宜、前掲
の菅野正「日中軍事協定の廃棄について」を参照した。








　20 世紀において日本が結んだ同盟は 10 件存在し、それらを締結順に並べ
れば、1902 年の日英同盟、1916 年の第４次日露協商、1918 年の日華共同防






































（６） 　例外的に、日英同盟の終焉に関する研究は以下が存在する。Ian H. Nish, Alliance in 
Decline: A Study in Anglo-Japanese Relations, 1908-1928, London: Athlone Press, 1972, Ian H. 
Nish, “Japan and the Ending of the Anglo-Japanese Alliance, “in K. Bourne and D. C. Watt, eds., 
Studies in International History: Essays Presented to W. Norton Medlincott, London: Longman, 




（８） 　Nish, op. cit., Alliance in Decline, p. 373, pp. 380-384, 391-392, 396-397.
（９） 　Phillips O’ Brien, “Britain and the End of the Anglo-Japanese Alliance” in O’ Brien ed., The 
Anglo-Japanese Alliance, 1902−1922 （Routledge Curzon, 2004）
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１号（2020 年７月）pp. 167-181 に依拠している。



























保有に至った国、断念した国』ミネルヴァ書房、2016 年、pp. 1-2 を参考にした。
（20） 　前傾、土山、p. 320。























（21） 　同上、p. 317。制度化に関する具体的な議論には以下のものがある。Robert B. 
McCalla, NATO’ s Persistence after the Cold War, International Organization, Vol. 50, No. 3 
（Summer 1996） pp. 445-475、Celeste A. Wallander, Institutional Assets and Adaptability: 
NATO after the Cold War, International Organization, Vol. 54, No. 4 （Autumn 2000） pp. 705-
735.
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1916 年の第４次英露協商、1918 年の日課共同防敵軍事協定、1932 年の日満
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国国内における同盟存続派の影響力が失われ、当該軍事協定は終結に至った
のである。当該同盟終結の主要な要因は、先行研究が主張する中国国民・学
生の世論、反対運動もさることながら、第一次世界大戦によるドイツ・オー
ストリアの脅威の消滅という独立変数を遠因に、媒介変数としての国内政治
要因が決定的要因となったのである。
　また、本稿は、欧米における既存の同盟終結論に着目しつつ、独立変数（脅
威の消滅）、媒介変数（国内的要因）、従属変数という枠組みを設定した。こ
のことによって、欧米ではない日本でも同様の要因が使用できるかを部分的
に実証することができたのではないだろうか。
　さらに、このような分析結果は、同盟の終結を分析する際には、同盟締結
の主要な動機である脅威が消失することを考慮に入れるのみならず、同盟締
結国の国内政治情勢も重要な要因として考慮に入れるべきであることを示唆
しているのかもしれない。
　しかし、本稿で対象とした事例はあくまでも日華共同防敵軍事協定という
一事例にすぎない。そのため、本稿の事例分析だけで同盟終結のモデル提示
にどの程度寄与できたのかには問題が残っている。そのため、今後さらなる
比較・事例研究を行うことが課題となる。
